岩手県林業事業主改善計画認定制度の手引
１　制度の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
林業就業者を確保するためには、労働環境などの雇用管理を改善し、雇用の安定化を図ることが重要であるとともに、その実効性を確保するため、機械化の促進など事業の合理化も一体的に図っていく必要があります。

このことから、県では「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、林業事業体が作成する「雇用管理の改善」と「事業の合理化」の一体的な取り組みに向けた「改善計画」を認定するとともに、認定を受けた事業体（認定事業主）に対し、岩手県林業労働力確保支援センター（（公財）岩手県林業労働対策基金、以下「支援センター」という。）と連携・協力しながら、林業就業者の雇用の受け皿となる林業事業体の育成・強化に向けて、支援措置を講じています。
２　認定事業主に対する支援措置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　改善計画の認定を受けた事業体は、「認定事業主」と呼ばれます。

　認定事業主は、法で定められた優遇措置のほか、支援センターの支援を受けることができます。
(1) 「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づく優遇措置

　林業木材産業改善資金の特例（償還期間の延長）、国有林野事業における配慮（入札等級制限の緩和）等

(2) 支援センターによる支援措置
就労の安定や労働条件の改善等に係る助成、高性能林業機械のレンタル助成、新規就業者に対する「緑の雇用」等の研修受講支援、アドバイザーによる助言・指導等
【認定制度のイメージ】













３　改善計画の作成主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
改善計画は、林業労働者を雇用し、森林施業を行っている林業事業体が、「単独」又は他の林業事業体等と「共同」で作成します。
なお、雇用管理の改善等を効果的に実施するため、改善計画を作成する事業主の要件が定められています。
(1) 単独で改善計画を作成する場合

５人以上の林業労働者を雇用している事業主が改善計画を作成することができます。

※ 林業に60日以上従事している労働者を、５人以上雇用している期間が４カ月以上ある場合をいう。

※ 新規に認定申請をする場合に限り、申請時に３人以上の林業労働者を雇用し、かつ目標年次の雇用人数を５人以上とする事業体も作成することができます。
※ 社長や役員等は、森林施業に従事していても林業労働者の数に含まれません。
(2) 共同で改善計画を作成する場合

単独での雇用人数が５人未満の場合であっても、複数の事業体の雇用人数が合計で５人以上となる場合、共同して改善計画を作成することができます。

林業労働者の委託募集を計画する事業主は、支援センターと複数事業主との共同改善計画を作成します。
事業主の要件
1  森林組合、森林組合連合会、森林所有者の組織する団体

2  造林業、育林業又は素材生産業を営む者及び団体

・「造林業」林地の地拵え、木竹の植栽（植付）
・「育林業」下刈、枝打、つる切り、除伐

・「素材生産業」伐採（主伐及び間伐）

・ 森林施業に付帯して行う森林作業道

※林道の設置、林業専用道の設置、特用林産物の生産、緑化木の生産は含まない
　　③ 造林又は育林の事業を行う一般社団法人又は一般財団法人

４　認定を受けるための手続き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1) 改善計画の作成
改善計画には、次の事項を記載する必要があります。

① 雇用管理及び事業の現状
組織、雇用管理、事業内容等の現状を記載します。

② 改善措置の目標
　５年後を目途に、雇用管理の改善と事業の合理化を一体的に図るのに必要な改善措置の目標を記載します。

③ 改善措置の内容

「雇用管理の改善」及び「事業の合理化」からそれぞれ１つ以上の項目について、必ず取り組む必要があります。なお、「募集・採用の改善」については、他の「雇用管理の改善措置」と併せて行う必要があります。

　「雇用管理の改善」と「事業の合理化」に係る改善措置の項目及び内容
	
	改善措置の項目
	改善措置の内容

	雇
用
管
理
の
改
善
	①雇用の安定化
	雇用管理体制の充実、就業者の常用化・月給化の推進など

	
	②労働条件の改善
	労働時間の短縮、各種手当支給による適切な賃金水準の確保、休暇制度の充実、社会・労働保険及び退職金共済制度等への加入、能力評価・昇進昇格制度の導入など

	
	③募集・採用の改善
	求人条件や雇用関係の明確化、支援センターによる委託募集の活用など

	
	④教育訓練の充実
	ＯＪＴ・ＯＦＦ-ＪＴの計画的な実施など

（※自社で行う教育訓練のみ）

	
	⑤高年齢労働者の活躍の促進
	定年の引上げや継続雇用制度の導入、若手職員への技術の継承など

	
	⑥その他

（林業労働安全衛生の確保）
	労働災害の防止、就業者の安全と健康の確保、快適な職場環境の形成、福利厚生の充実など

	事
業
の
合
理
化
	①事業量の安定的確保
	施業の集約化や長期施業受託の推進、事業体連携の取組など

	
	②生産性の向上
	伐採から造林までを一体的に行う「一貫作業システム」、路網の整備と高性能林業機械を組み合わせた「低コスト作業システムの整備」、安定供給体制の構築など

	
	③林業労働者のキャリア形成支援
	「緑の雇用」等各種研修・講習の受講、林業作業士の養成、現場管理責任者等へのキャリアアップなど

	
	④その他
	上記以外の改善措置（販路の拡大、森林施業プランナーの養成など）


※　事業主が行う具体の事項については、「岩手県林業労働力確保基本計画（第６次）」第５章を参照。

④ 改善措置の実施時期
　改善措置の具体的内容ごとに、今後５年間のうち、どの年次に実施する予定であるかを明らかにします。
⑤ 改善措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

自己資金、制度資金、市中銀行からの一般資金を問わず、改善措置に必要な資金額とその手当の見込みについて記載します。
(2) 改善計画の申請

① 単独計画の場合

「林業事業主改善計画認定申請書」（様式１）及び「林業事業主改善計画書」（様式２）に「所要の添付書類」を添えて、知事に申請します。

② 共同計画の場合

「林業事業主共同改善計画認定申請書」（様式３）及び「林業事業主共同改善計画書」（様式４）に、構成員の個別の改善計画である「林業事業主改善計画書」（様式２）と「所要の添付書類」を添えて、知事に申請します。
なお、支援センターへ就業者の募集を委託する場合は、他の事業体及び支援センターとの共同改善計画を作成します。
③ 添付書類

ア 登記事業証明書又は住民票

イ 納税証明書（国税、県税、市町村税）
ウ 就業規則

エ 採用時に交付している文書（雇用契約書等）

オ 貸借対照表及び損益計算書（３か年分）

カ 社会・労働保険等への加入状況を証する書類

　・労働保険概算・確定保険料申告書（事業主控え）

　・労災保険率決定通知書　
　・健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
　・退職金共済手帳（写）

(3) 申請書類の提出先

申請書類は、事業体の事業所の所在する広域振興局等に３部（正本１部、副本２部）提出します。
５　改善計画の認定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
県は、申請に係る改善計画が法令及び岩手県林業労働力確保基本計画に定める要件を満たし適当であると認めた時は、改善計画の認定をします。
(1) 認定の基準

　認定の基準は、「岩手県林業事業主改善計画認定審査要領」第３において、次の各号のいずれにも適合すると認められるものとされています。

	ア 改善計画の認定等の申請をしようとする事業主が、当該計画に基づく改善措置を履行する意欲と能力を有する者であることが認められること。
イ 改善計画の内容が雇用管理の改善及び事業の合理化のいずれの改善措置についても取り組むものであること。ただし、募集・採用の改善はその他の雇用管理の改善に関する措置と併せ行うものであること。
ウ 改善措置の目標や内容及び実施時期が、岩手県林業労働力確保基本計画に照らして適切なものであること。
エ 改善措置の内容や実施時期、実施するために必要な資金の額及びその調達方法が改善措置の目標を確実に達成するために適切なものであること。

オ 岩手県林業労働力確保支援センターが、認定事業主等からの求人票に基づいて行う林業労働者の職業紹介において、当該募集に係る労働条件その他の募集の内容が適切であり、かつ、林業労働者の利益に反しないものであること。
カ 雇用管理者が選任され就業規則が整備されていること及び林業労働者を雇い入れたときは雇用に関する文書を交付することとしていること。

キ 改善計画に、労働時間、労働者の安全及び衛生その他労働条件に関する改善措置を含めて作成する場合にあっては、当該改善措置の内容が労働基準法その他の労働基準関係法令に適合するものであること。

ク 新たに認定申請を行う事業主は、認定を受ける前年度に森林施業の実績を有すること。



(2) 認定審査会

申請のあった改善計画は、林業事業主改善計画認定審査会において審査しており、認定審査会は、原則として、６月、９月、12月及び２月に開催しています。
６　認定後の手続き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1) 実施状況の報告

改善措置が計画どおり順調に取り組まれているか、また、取り組むうえで新たな課題が発生していないかなど、毎年、実施状況を確認・検証しながら計画を遂行していきます。

① 改善措置実施状況報告

毎事業年度の終了後３か月以内に、改善措置の実施状況を「改善措置実施状況報告」（様式13）により、県に報告します。

② 改善措置実施結果報告

認定計画の実施期間が終了したときは、遅滞なく、改善措置の実施結果を「改善措置実施結果報告」（様式14）により、県に報告します。

③ 助言及び指導
支援センターと広域振興局等は連携して、認定計画に係る改善措置が的確に実施されるよう、進捗管理と助言・指導を行います。
(2) 計画の変更
計画内容を変更しようとする場合は、手続きが必要です。

① 変更認定申請書

　認定された改善計画について、次に掲げる重要な変更をする場合は、「林業事業主改善計画変更認定申請書」（様式７）を県に提出します。

県は、変更申請に係る改善計画が、法令及び岩手県林業労働力確保基本計画に定める要件を満たし適当であると認めた時は、改善計画の変更認定をします。

	ア 改善措置の目標を変更する場合（３割未満の増減を除く。）

イ 改善措置の項目を追加又は廃止する場合

ウ 共同改善計画に参加する事業主の数が増加又は減少する場合

エ 認定計画の実施期間を変更する場合

オ 改善措置の実施時期を変更する場合（事業年度内の変更を除く。）
カ 改善措置の実施に係る資金計画を変更する場合（３割以内の増減を除く。）


※　改善措置の項目とは、上記４の(1)の③の表中の改善措置の項目を言う。

② 変更届出書

　上記①の重要な変更以外の軽微な変更は、「林業事業主改善計画変更届出書」（様式８）の提出をもって変更できます。

	ア 改善措置の内容を追加又は廃止する場合

イ 認定事業主の住所、名称、代表者氏名、計画の対象となる事業所や雇用管理者が変わる場合など


※　改善措置の内容とは、上記４の(1)の③の表中の改善措置の内容を言う。
 (3) 認定の取消し

　知事は、次の事項に該当すると認められる場合には、その認定を取り消すことがあります。
	ア 認定計画に従ってその改善措置を実施する見込みがなくなったと認められる場合

イ 認定計画が認定基準を満たさなくなったと認められる場合


　廃業した場合などで、認定の取り消しを申し出たい事業主は、任意様式にその旨を記載し、広域振興局等に提出してください。
７　問合せ先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
林業事業主改善計画認定制度についてご不明な点等ございましたら、最寄りの広域振興局の林務担当課等にお問い合わせください。

	問合せ先
	TEL
	対象市町村

	盛岡広域振興局林務部林業振興課
	019-629-6611
	盛岡市、八幡平市、滝沢市、雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町、矢巾町

	花巻農林振興センター林業振興課
	0198-22-4932
	花巻市、北上市、西和賀町

	遠野農林振興センター林務課
	0198-62-9933
	遠野市

	県南広域振興局林務部林業振興課
	0197-22-2871
	奥州市、金ケ崎町

	一関農林振興センター林業振興課
	0191-26-1893
	一関市、平泉町

	大船渡農林振興センター林業振興課
	0192-27-9925
	大船渡市、陸前高田市、住田町

	沿岸広域振興局農林部農林調製課
	0193-25-2704
	釜石市、大槌町

	宮古農林振興センター林務室林業振興課
	0193-64-2215
	宮古市、山田町

	岩泉林務出張所
	0194-22-3113
	岩泉町、田野畑村

	県北広域振興局林務部林業振興課
	0194-53-4984
	久慈市、洋野町、普代村、野田村

	二戸農林振興センター林務室林業振興課
	0195-23-9204
	二戸市、軽米町、一戸町、九戸村

	農林水産部森林整備課
	019-629-5781
	

	(公財)岩手県林業労働対策基金
	019-653-0306
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